貨物軽自動車安全管理者講習等事務実施規程（例）

（目的）
第１条　この規程は、●●（機関名）が、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第58条の２の規定により国土交通大臣の登録を受けた者（以下「登録貨物軽自動車安全管理者講習機関」という。）又は同法第58条の16第１項の規定により国土交通大臣の登録を受けた者（以下「登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関」という。）として、第４条に掲げる貨物軽自動車安全管理者講習又は貨物軽自動車安全管理者定期講習（以下「貨物軽講習」という。）を実施するにあたり、貨物自動車運送事業法第58条の７の規定に従い、当該講習事務の実施に関し必要な事項を定め、もって貨物軽講習業務の適正かつ円滑な実施を図ることを目的とする。

（基準への適合性の維持）
第２条　●●（機関名）は、登録貨物軽自動車安全管理者講習機関又は登録貨物軽自動車安全管理者定期講習機関として、貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業輸送安全規則（平成２年運輸省令第22号）、貨物軽自動車安全管理者講習等の内容及び実施に関する基準並びに貨物軽自動車安全管理者講習等の講師に関する研修の種類等を定める告示（令和６年国土交通省告示第1195号）及び関連通達並びにこの規程への適合性を維持しなければならない。

（用語）
第３条　この規程において使用する用語は、貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業輸送安全規則、貨物軽自動車安全管理者講習等の内容及び実施に関する基準並びに貨物軽自動車安全管理者講習等の講師に関する研修の種類等を定める告示及び関連通達において使用する用語の例による。

（貨物軽講習の種類）
第４条　講習の種類は次に掲げるものとする。
[bookmark: _Hlk181203166](1) 貨物軽自動車安全管理者講習　貨物自動車運送事業法第58条の２の規定に基づく講習で、貨物軽自動車運送事業の用に供する自動車の運行の安全の確保に関する業務を行うに当たり必要な事項に関する知識の習得を目的とする者に対するもの
(2) 貨物軽自動車安全管理者定期講習　貨物自動車運送事業法第58条の16第１項の規定に基づく講習で、貨物軽自動車運送事業の用に供する自動車の運行の安全の確保に関する業務を行うに当たり必要な事項に関する最新の知識の習得を目的とする者に対するもの

（貨物軽講習の実施日及び実施回数）
第５条　貨物軽講習の実施日及び実施回数は、次に掲げるものとする。
　(1) 貨物軽自動車安全管理者講習
　　　　　　　　＜実施日及び実施回数を記載＞ 
【例１】
①　管理者（又は代表取締役）は、毎年５月から７月及び10月から２月において、各月の土曜日又は日曜日を含む連続する３日間で実施を計画するものとする。
②　実施回数は、各月１回～２回程度とする。
【例２】
管理者（又は代表取締役）は、別紙１により年度毎（又は各年度の半期毎）の実施計画を策定し実施日及び実施回数を定めるものとする（詳細は別添「令和○○年度実施計画」）。
　(2) 貨物軽自動車安全管理者定期講習
　　　　　　　　＜実施日及び実施回数を記載＞ 
【例１】
①　実施日は、毎年６月から３月までの各月の土曜日又は日曜日で実施を計画するものとする。
②　実施回数は、各月２回とする。
【例２】
管理者（又は代表取締役）は、別紙１により年度毎（又は各年度の半期毎）の実施計画を策定し実施日及び実施回数を定めるものとする（詳細は別添「令和○○年度実施計画」）。

（貨物軽講習の実施場所）
第６条　貨物軽講習の実施場所は次に掲げるものとする。 
　　　　　　　　＜実施場所を記載＞ 
【例１】
○○○○自動車教習所
所在地：〒○○○－○○○○
　　　　 ○○県・・・・・・・・・・・・
【例２】
管理者（又は代表取締役）は、第５条の実施計画の策定において、貨物軽講習毎に実施場所を定めるものとする（詳細は別添「令和○○年度実施計画」）。

（貨物軽講習の告知）
第７条　貨物軽講習の実施日、実施場所、料金その他貨物軽講習の受講に必要な事項について、インターネットその他適切な方法により、貨物軽講習を受講しようとする者（以下「受講者」という。）へ周知するものとする。

（財務諸表等の備付け及び閲覧等）
第８条　●●（実際に対応する部署名を明記）は、毎事業年度経過後３月以内に、その事業年度の財産目録、賃借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（その作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。）を作成し、５年間事務所に備え置く。
２　●●（実際に対応する部署名を明記）は、貨物軽講習を受講しようとする者その他の利害関係人から、業務時間内に貨物自動車運送事業法第58条の９第２項の規定による請求があった場合には、これを受け付ける。このうち、同項第２号又は第４号の請求を受ける場合の料金は、請求１件につき●●●●円（税込）とする。

（帳簿の記載等）
第９条　●●（実際に対応する部署名を明記すること）は、別紙２のとおり貨物軽講習に関する次の各号に掲げる事項を記載した帳簿（その作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。）を備えるものとする。また、帳簿は貨物軽講習を終了した日から３年間保存するものとする。
(1) 貨物軽講習の料金の収納に関する事項
(2) 貨物軽講習の受講の申請の受理に関する事項
(3) 貨物軽講習の修了証明書の交付及び再交付に関する事項
(4) その他貨物軽講習の実施状況に関する事項

（ｅラーニング方式のシステム要件）※講習をeラーニング方式で行う場合は必須
第10条　管理者（又は代表取締役）は、あらかじめ撮影された貨物軽講習の動画をＩＣＴ機器を用いて自動で配信する方式（以下「eラーニング方式」という。）により貨物軽講習を行う場合は、ｅラーニング方式による貨物軽講習の開始から終了までを、次の各号の要件を満たしたシステムにより実施しなければならないものとする。
(1) 生体認証符号等（個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した符号その他の申請を行う者を認証するための符号をいう。以下同じ。）を使用する方法により確実に個人を識別する機能を有するものとする。
(2) 貨物軽講習実施前に、第16条の規定により確認した受講者本人を、顔認証機能等をはじめとする生体認証符号等を使用した方法により認証できる機能を有するものとする。
(3) 前号により受講者本人が認証された場合において、貨物軽講習を開始することができる機能を有するものとする。
(4) 貨物軽講習実施中は、顔認証機能等をはじめとする生体認証符号等を使用した方法により、受講者本人及びその受講態度を、定期若しくは不定期に検知及び認証できる機能を有するものとする。
(5) 貨物軽講習実施中、受講者に、居眠り、離席、他のウェブサイトの閲覧等、不適切な受講態度が確認された場合は、動画を停止する機能を有するものとする。
(6) 未視聴部分の動画について、受講者が早送り（倍速再生等を含む。）・スキップ等の操作をすることができない機能を有するものとする。
(7) 配信する動画は、明瞭な音声、映像により配信されるものであり、受講者が目視等により確実に内容が認識できる機能を有するものとする。
(8) 前各号に掲げるシステム要件については、すべて、システムにより自動で配信・制御等がなされるものであることとする。

（システム不具合の対応）※講習をeラーニング方式で行う場合は必須
第11条　システムに不具合が発生した場合に、当該不具合を修正する体制を構築するものとする。
２　システムに不具合が発生した際の対応や貨物軽講習項目の内容等、受講者から問い合わせがあった場合における受講者との連絡体制を整えるものとする。
３　システムの不具合その他の理由により貨物軽講習を実施できなくなった場合は、受講者に対する救済措置を速やかに講じるものとする。

（貨物軽講習の申込み）
第12条　貨物軽講習の申込みにあっては、受講者からインターネット等により送付された別紙３の受講申込書によるものとする。

（貨物軽講習の受講に関する事項）
第13条　貨物軽講習の受講可能な期間は、受講開始日を含む30日間とする。
２　受講者が貨物軽講習の受講に関する不正を行った場合、必要な処分を与えるものとし、既に不正を行った者に対して第20条第２項で規定する修了証明書を交付している場合にあっては、直ちに当該修了証明書を返納させるとともに、国土交通大臣に対し報告を行うものとする。

（貨物軽講習の料金）
第14条　貨物軽講習の料金は、次に掲げるものとし、収納方法は●●とする。
	講習の種類
	手数料
（税込）
	内訳（税込）
	備考

	貨物軽自動車安全管理者講習
	●●●●円
	人件費
●●●●円
	講習運営、教材作成、システム管理等

	
	
	物件費
●●●●円
	教材、システム利用・処理等

	
	
	合計
●●●●円
	

	貨物軽自動車安全管理者定期講習
	●●●●円
	人件費
●●●●円
	講習運営、教材作成、システム管理等

	
	
	物件費
●●●●円
	教材、システム利用・処理等

	
	
	合計
●●●●円
	



（受講日時の通知）
第15条
　　　　　　　　＜受講者に対する通知方法を記載＞ 
【例１】
受講者からの申込により受付を行った場合には、受講者に対しインターネット等により別紙４の受講予約確認書を送付するものとする。

（貨物軽講習受付時の本人確認）
第16条　管理者は、運転免許証、個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。）その他の書類により、貨物軽講習を受講しようとする者であることを確認するものとする。

（貨物軽講習の項目及び時間）
第17条　第４条各号に規定する貨物軽講習の講習項目及び時間は、次表のとおりとし、関係法令の改正等の動向などを踏まえて、講習内容について所要の更新を行うものとする。
(1) 貨物軽自動車安全管理者講習
	講習項目
	内　　　容
	時間

	自動車運送事業、道路交通等に関する法令
	貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業輸送安全規則、道路運送車両法（昭和26年法律第185号）、自動車点検基準（昭和26年運輸省令第70号）、自動車事故報告規則（昭和26年運輸省令第104号）、道路交通法（昭和35年法律第105号）、労働基準法（昭和22年法律第49号）その他関連する政令、省令、告示及び通達
	５時間

	運行管理の業務に関すること
	貨物軽自動車安全管理者制度の趣旨及び内容並びに貨物自動車運送事業輸送安全規則に基づく運行管理の実務
	

	自動車事故防止に関すること
	飲酒運転防止、労務管理、健康管理等に関する基礎知識
	

	修了試問及び補習
	講習の結果を判断するための修了試問及び所定の能力を有すると認められなかった者に対する補習
	

	備考
　この時間の欄の時間は、最低時間であって、最低時間以上講習を実施することを妨げるものではない。



(2) 貨物軽自動車安全管理者定期講習
	講習項目
	内　　　容
	時間

	自動車運送事業、道路交通等に関する法令
	貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業輸送安全規則、道路運送車両法、自動車点検基準、自動車事故報告規則、道路交通法、労働基準法その他関連する政令、省令、告示及び通達
	２時間

	運行管理の業務に関すること
	最新の情報に基づく運行管理の実務
	

	自動車事故防止に関すること
	事故事例に基づく事故防止対策
	

	修了試問及び補習
	講習の効果を判断するための修了試問及び所定の能力を有すると認められなかった者に対する補習
	

	備考
　この時間の欄の時間は、最低時間であって、最低時間以上講習を実施することを妨げるものではない。



（修了試問の方法）
第18条　各講習の受講者に対する試問は、次に掲げる方法により行うものとする。また、試問による所定の能力を有している旨の判定は、出題数に対し●割以上の正答率をもって修了の対象と認めるものとする。ただし、●割以上を正解しなかった者であっても修了試問後の補習を受けた者については、所定の能力を有するとみなすことができるものとする。
(1) 貨物軽自動車安全管理者講習
　　　　　　　　＜修了試問の実施方法を記載＞ 
【例１】
①　試問は、貨物軽自動車安全管理者講習の講義で扱われた貨物軽自動車運送事業の用に供する自動車の運行の安全の確保に関する業務を行うに当たり必要な法令、業務等に関する基礎的な事項について出題を行うものとする。
(2) 貨物軽自動車安全管理者定期講習
　　　　　　　　＜修了試問の実施方法を記載＞ 
【例１】
①　試問は、貨物軽自動車安全管理者定期講習の講義で扱われた貨物軽自動車運送事業の用に供する自動車の運行の安全の確保に関する業務を行うに当たり必要な法令、業務等に関する最新の事項について出題を行うものとする。
２　前項の修了試問の出題数は、●問以上であるものとする。

（修了者台帳）
第19条　管理者は、貨物軽講習の全ての課程を受講した者のうち、修了試問により所定の能力を有すると認めた者（以下「修了者」という。）について、別紙５の修了者台帳を作成し、貨物軽講習を実施した日から、少なくとも10年間保存するものとする。

（貨物軽講習修了の証明）
第20条　管理者は、修了者に対し、（eラーニング方式の場合：容易に改ざんすることができない電磁的方法により）貨物軽講習を修了した旨の証明を行い交付を行うものとする。
２　貨物軽自動車安全管理者講習の修了者に対しては、別紙６の貨物軽自動車安全管理者講習修了証明書の交付を行い、貨物軽自動車安全管理者定期講習の修了者に対しては、別紙７の貨物軽自動車安全管理者定期講習修了証明書の交付を行うものとする。

（修了証明書の再交付）
第21条　管理者は、前条の修了証明書を汚し、損じ、又は失った者等から、当該修了証明書の再交付の申請があったときは、当該再交付を行うものとする。

（貨物軽講習受講履歴証明書）
第22条　管理者は、貨物軽講習の受講者から受講履歴の証明の申請があったときは、第19条の規定により保存している修了者台帳の記録に基づき、別紙８により受講の証明を行うものとする。

（貨物軽講習用教材）
第23条　第４条の各号に規定する貨物軽講習で使用する教材は、●●において作成されたものとする（他機関において作成され、当該機関から使用を許可された教材を用いる場合の記載例：●●において作成され、同機関から使用の許諾を受けたものとする。）。
(1) 貨物軽自動車安全管理者講習　
●●（教材の名称。著者及び発行者も明記）
(2) 貨物軽自動車安全管理者定期講習　
●●（教材の名称。著者及び発行者も明記）

（講師等の種類）
第24条　貨物軽講習の講師等は、次に掲げる規定により選任するものとする。
(1) 講師　道路運送法第23条の２第１項又は貨物自動車運送事業法第19条第１項の規定により運行管理者資格者証の交付を受けている者であって、１年以上運行管理者として職務を行った経験を有するもの又は貨物軽講習の実施者が実施する所定の研修を修了している者
(2) 補助者　第17条に掲げる各講習項目に関する専門的知識及び経験を有する者であって、管理者が選任した者
　　　　　　　　＜選任基準、選任権者を記載＞ 
【例１】
第17条に掲げる各講習項目に関する専門的知識及び経験を有する者であって、役員会で承認され、管理者（代表取締役社長）が選任した者

（貨物軽講習の講師の要件）
第25条　貨物軽講習の講師は次の各号に掲げる要件のいずれにも適合する者でなければならないものとする。
(1) 18歳以上の者
(2) 次のいずれにも該当しない者
(イ) 過去２年間に貨物軽講習の事務に関し不正な行為を行った者
(ロ) 貨物自動車運送事業法若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、若しくは執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者

（講師名簿）
第26条　管理者は第24条第１号の規定により講師を選任した場合には、別紙９の講師名簿を作成するものとし、講師の変更（新たに選任した場合も含む。）があった場合も同様とする。
２　前項の講師の変更（新たに選任した場合も含む。）を行う場合には、あらかじめ、国土交通大臣に届出を行うものとする。

（講師の研修）
第27条　管理者は、少なくとも毎年度１回（講師として選任された日の属する年度を除く。）講師名簿に記載された貨物軽講習の講師に次の各号に掲げるいずれかの研修を実施するものとする。
(1) 貨物自動車運送事業輸送安全規則に基づく運行の管理に関する講習の認定に関する実施要領（平成24年国土交通省告示第459号）別表第二に掲げられる研修
(2) 下表に掲げる内容の研修
(イ) 貨物軽講習の講師になろうとする者に対する研修の場合
	研修内容
	時間

	講師としての心構え
	０．５時間

	貨物軽自動車安全管理者講習に関する知識
	５時間

	貨物軽自動車安全管理者講習に関する実施方法
	２時間


(ロ) 貨物軽講習の講師である者に対する研修の場合
	研修内容
	時間

	貨物軽自動車安全管理者講習に関する知識
	３時間

	貨物軽自動車安全管理者講習に関する実施方法
	０．５時間



（貨物軽講習結果及び講師の研修結果の報告）
第28条　管理者は、毎年度５月31日までに、前年度の貨物軽講習の実施の結果及び前年度の前条に規定する講師の研修に関する報告を別紙10及び別紙11の様式により国土交通大臣に提出するものとし、eラーニング方式により貨物軽講習を行う場合は、「貨物軽自動車安全管理者講習等の内容をＩＣＴ機器により自動で配信する場合の取扱いについて」（国土交通省通達（令和６年10月１日付け国自安第79号））において規定される別紙様式を国土交通大臣に提出するものとする。

（貨物軽講習の記録簿）
第29条　管理者は、貨物軽講習を実施したときは、貨物軽講習の実施日時及び項目を記載した貨物軽講習に係る記録簿を別紙12により作成し、貨物軽講習を実施した日から、少なくとも10年間保存するものとする。
２　講師名簿に記載された講師以外の補助者が貨物軽講習を実施した場合にあっては、前項の記録簿に記載するものとする。

（情報の提供）
第30条　管理者は、運輸監理部長又は運輸支局長から貨物軽講習の実施の状況に関して情報の提供の依頼があった場合には、速やかにこれを行うものとする。

（修了試問の結果照会）
第31条　管理者は、貨物軽講習受講者が所属する貨物軽自動車運送事業者等から修了試問の結果に関する照会があった場合は、速やかに回答するものとする。

（秘密の保持）
第32条　管理者は、個人情報を保護するための措置として、次に掲げる事項により適切に対策を講ずるものとする。
(1) 貨物軽講習に係る個人情報の管理に関する責任者は管理者とし、その他、取り扱う者は、貨物軽講習業務担当者とする。
(2) 管理者は、個人情報を取り扱う執務室内に社員がいない場合において、執務室の施錠等による盗難防止のための措置を講ずるものとする。
(3) 管理者は、「個人情報の保護に関する対策」について社員に対して指導を行い、社員はこれを遵守するものとする。
(4) 管理者及び貨物軽講習業務担当者は、使用する端末や記録媒体について、第三者に使用されること又は情報を閲覧されることがないよう適切な措置を講ずるものとする。
(5) 管理者及び貨物軽講習業務担当者は、報告等に係る情報について、報告作業目的以外に情報の閲覧等をしないものとする。
(6) 貨物軽講習業務担当者は、管理者の許可なく報告に係る情報の外部への送付及び持ち出しをしないものとする。
(7) 貨物軽講習業務担当者は、取り外し可能な記録媒体に報告情報を記録した場合には、施錠可能な場所に保管するものとする。
(8) 貨物軽講習業務担当者は、取り外し可能な記録媒体に記録された報告情報が不要となった場合には、当該媒体を初期化するなどして確実に消去するものとする。

（公正の確保）
第33条　講習事務の公正の確保のため、次に掲げる事項を遵守する。
(1) ●●（実際に対応する部署名を明記）は、講習事務の実施にあたっては、厳正かつ公正を旨とし、貨物軽講習を受けようとする者のうち特定の者に対して不当に差別的な取扱いをしてはならない。
(2) 講習事務を行う担当者は、関係法令その他を遵守し、貨物軽講習等の業務を厳格・適正におこなうものとする。

（不適切事象発生時の国土交通省物流・自動車局への報告）
第34条　●●（実際に対応する部署名を明記）は、講習事務において、貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業輸送安全規則、貨物軽自動車安全管理者講習等の内容及び実施に関する基準並びに貨物軽自動車安全管理者講習等の講師に関する研修の種類等を定める告示、関連通達、登録事項又は事務規程記載事項に反する事務を行う等の重大な不適切事象を生じさせた場合は、事象発覚後直ちに講習事務の停止及び国土交通省物流・自動車局安全政策課への電話又は電子メールによる報告を行い、その指示に従うこととする。

（苦情及び異議申立）
第35条　●●（実際に対応する部署名を明記）は、講習事務に関し貨物軽講習を受けようとする者その他関係者から苦情又は異議申立があった場合には、誠実かつ迅速に対応し、法令その他の規程に則り適正に処理するものとする。

（講習事務の休廃止手続き）
第36条　貨物自動車運送事業法第58条の12の講習事務の休廃止に関する届出をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書を国土交通大臣に届け出るものとする。また、遅滞なく、帳簿その他の書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）を国土交通大臣に届け出るものとする。
(1) 休止又は廃止しようとする講習事務の範囲
(2) 休止又は廃止しようとする日
(3) 休止しようとする場合にあっては、その期間
(4) 休止又は廃止の理由

附則　この規程は、令和　年　月　日から施行する。
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